
問合せ　財政課

令和６年度一般会計予算執行状況

一般会計　歳入 予算現額 329億8,602万円 収入済額 170億1,419万円 収入率 51.6%

科 目 収入率

市 税 92億7,848万円 67.9%

国 庫 支 出 金 22億6,469万円 41.2%

地 方 交 付 税 19億4,140万円 69.7%

県 支 出 金 3億  887万円 13.5%

地方消費税交付金 11億9,209万円 60.9%

繰 入 金 0円 0.0%

市 債 0円 0.0%

諸 収 入 2億8,514万円 25.7%

そ の 他 17億4,352万円 71.7%

一般会計　歳出 予算現額 支出済額 130億5,583万円 執行率 39.6%

科 目 執行率

民 生 費 59億9,664万円 39.5%

教 育 費 11億7,992万円 36.7%

衛 生 費 10億4,256万円 36.2%

土 木 費 8億  492万円 28.7%

公 債 費 14億5,581万円 49.5%

総 務 費 17億2,155万円 45.6%

消 防 費 4億8,878万円 41.4%

そ の 他 3億6,565万円 37.0%

(令和５年度からの繰越し分を含む)

市債及び市有財産の状況

市 債

基 金

建 物

土 地

（建物・土地については、企業会計を除く）

令和６年度特別会計・企業会計予算執行状況

収  入

支  出

収  入

支  出

(令和５年度からの繰越し分を含む)

収 益 的
16億4,074万円 7億3,101万円

15億5,226万円 2億6,499万円

資 本 的
19億5,772万円

北名古屋沖村西部土地区画整理事業特別会計 3億1,642万円

　6,529万円

23億9,447万円 3億1,965万円

下 水 道 事 業 会 計

土 地 取 得 特 別 会 計 1,400万円 0円

介 護 保 険 特 別 会 計

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計

5億7,211万円10億5,279万円

24億9,742万円

24億6,920万円60億9,675万円

3億1,034万円

29億4,296万円

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計

69億5,403万円

各種健診、予防接種、保健センターの運営、ごみ・し尿処理などの経費

4億9,782万円

令和6年9月30日現在

406億2,514万円

16億5,988万円

令和6年4月～令和6年9月増減

小・中学校、図書館、スポーツ施設の運営などの経費

市役所の管理、徴税、選挙事務、コンピュータの管理などの経費

28億  520万円

28億7,778万円

24億7,094万円

485,267.09㎡

9億8,796万円

収入済額

424億1,162万円

令和6年4月1日現在

特定事業に対し国から支出される負担金・補助金

11億8,076万円

内　　　　　　　　　　　容

高齢者や障害のある方への扶助、生活保護、保育園の運営などの経費

市が借りたお金を返すための経費

151億9,439万円

予算現額

道路、河川の整備や管理などの経費

19億5,900万円地方消費税の一部を財源として、県が人口と従業者数で按分し、市に対し
て交付するお金

　　　　　　お知らせします　～市の家計簿～

予算現額

136億5,951万円

内　　　　　　　　　　　容

市民税・固定資産税など法人や市民のみなさんが納める税金

収入済額

北名古屋市では、市民のみなさんに市財政への理解と関心を深めていただくため、年２回財政状況を公表し
ています。令和６年度上半期(令和６年４月１日から令和６年９月３０日まで）の予算の執行状況です。

24億3,231万円分担金及び負担金、繰越金、使用料及び手数料など

(令和５年度からの繰越し分を含む)

支出済額

支出済額

25億2,084万円

65億  107万円

2,348.4㎡

196,536.66㎡

  698万円

△17億8,648万円

予算現額

80億9,237万円

196,626.83㎡

482,918.69㎡

△90.17㎡

△15億9,130万円

54億9,728万円

他の特別会計や基金と相互に資金運用するため繰り入れたお金

37億7,818万円

329億8,602万円

消防・災害対策などの経費

議会費、農業・商業振興費、諸支出金、労働費、予備費など

32億1,879万円

一定水準の行政サービスを提供できるよう国税から地方に配分される交付
金 27億8,393万円

施設の建設などで一度に多額の費用が必要な場合、市が借りるお金 10億5,310万円

延滞金・預金利子・いずれの収入科目にも組み入れない雑入など 11億  799万円

特定事業に対し県から支出される負担金・補助金 22億8,702万円

22億  588万円


